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１．本論文の目的と分析視点
本論文の目的は、多文化・多民族化しつつある日本と韓国の学校教育、社会教育および地域社会にお
ける、主要には外国籍・外国につながる人々への言語的・文化的な教育活動の比較を通して､多文化教育
（日本の場合は国際理解教育ないし多文化的教育）の取り組みを分析し、その課題について明らかにす
ることである。日本と韓国を取り上げる理由は、両国が共に東アジアに属し、根強い単一民族意識と外
国につながる人々に対する同化・排除傾向が強いという土壌を有しており、グローバリゼーションの下
で急速に進行している教育の多文化・多民族化の現状にどのように対応するかが喫緊の課題となってい
るからである。また、韓国と日本につながる本人の生育環境及び経験も両国を取り上げる強い動機とな
っている。
多文化・多民族化の現状を例示すると、日本の場合、在留外国人数は約 223 万人（2015 年現在）で総
人口に占める割合は約 1.8％、多い順に中国人、韓国人、フィリピン人、日系ブラジル人及びベトナム人
などからなり、小中学校在籍外国人児童・生徒数は約６万４千人（2014 年）である。また、韓国の場合
は、在留外国人数は約 185 万人（2015 年現在）、総人口に占める割合は約 3.6％にのぼり、韓国（朝鮮）
系中国人を含む中国人、韓国（朝鮮）系ロシア人、ベトナム人、フィリピン人及びセトミンなどからな
り、小中学校在籍外国人児童・生徒数は約６万１千人（2014 年）となっている。韓国の方が高い割合を
示しているが、本論文が中心的な分析対象としているニューカマー（日本）と多文化家族・多文化家庭
（韓国）の場合、日本では、1980 年代のバブル景気における労働力不足を補うための外国人労働者導入
論議が契機となり、1984 年頃から増大のテンポを速め、中国を含むアジア人と「出入国管理及び難民認
定法」の改正（1990 年）に伴う日系ブラジル人の流入が高くなっているのに対して、韓国では、ソウル
オリンピック（1988 年）を契機として外国人労働者受け入れ国へと変貌し、これに 2000 年以降の国際
結婚移住者の増大が続いている。その内訳は、韓国（朝鮮）系中国人・ロシア人及びアジア人等の流入
が高いという特徴を有している。
本論文は、以上の様に、増大しつつある外国につながる生徒を中心として、彼ら・彼女らへの教育活
動の取り組みを、次の３つの視点から分析することを試みている。第一に、多文化教育の視点である。
これまでの内外における多文化教育の研究を踏まえて、次の３つの指標から分析する。①同化・排除の
否定、②マイノリティの社会適応とアイデンティティの擁護、③自主・自律を重んじる相互理解として
の多文化教育の視点である。日本と韓国は、周知のように、多文化主義を国策として推進している国で
はないが、民主主義に基づく多文化教育の土壌をいかに形成していくのか、また新自由主義的な構造改
革とグローバル経済の進展の中で外国人労働者や結婚移住者などをいかに対等なパートナーとして捉え
2ていくのかが課題となっている。多文化教育は新自由主義的な改革の本質とは相反するベクトルを内包
しているが、日本と韓国を多文化・多民族共生社会として構築していくためには、自分と異なる者への
同化・排除傾向の強い意識をいかに克服し、外国につながる生徒及び文化的・民族的・社会的背景の異
なる生徒の受け入れをいかに進めていくのかが課題となっている。
第二に、これまでの先行研究においては、学校教育か社会教育かのどちらかに焦点化された研究が上
梓されてきたが、本論文は、地域社会をも含むそれらの連携の視点から協働して取り組む活動において
こそ有効な対応ができるという問題意識に立ち、日本と韓国の学校教育、行政施策としての社会教育及
び NPO など地域社会における多文化教育の取り組みを連携という視点から分析する。
第三に、多文化教育の視点を補強するものとしての国際条約の視点である。教育差別禁止条約（1960
年）、国際人権Ａ・Ｂ規約（1966 年）、子どもの権利条約（1989 年）、移住労働者及びその家族の権利
保護条約（1990 年）などの国際法においては、教育への権利（学習権）が、人権としてすべての個人に
保障されるべきことを定めている。本論文では、これらの国際条約から次の３つの指標を抽出している。
①国籍中心主義ではなく、居住中心主義であること、②すべての者に開かれていること、③学習権保障
としてのすべての者に対する取り扱いの平等である。
本論文は、以上の３つを分析視点として、比較の方法を用いて日本と韓国の取り組みを検討している。
教育比較の方法には､歴史的にいくつかの手法が提起されているが、本論文は、教育政策、学校カリキュ
ラム及び学校－社会－地域の連携・協働の取り組みを対象としているので、古典的方法に属する要因分
析法を参考にしている。分析及び比較に際しては、日本、韓国及び一部アメリカの文献資料の研究及び
インタビュー（半構造化面接法）や参与観察などの質的研究を併用している。
２．本論文の構成
本論文の叙述に当たり、テーマと密接に関係する「多文化教育」、「外国籍・外国につながる児童・
生徒」、「オールドカマーとニューカマ－」、「多文化家族・多文化家庭児童・生徒」、「平成教育」
などの用語の背景と意味について明らかにしている。「多文化教育」については、政策として用いられ
ていない日本の場合には、ここでは「多文化的教育」と表現し、日韓双方の政策及び実践を意味する場
合には、「多文化（的）教育」とする。また、本論文が中心的な分析対象としている日本におけるニュ
ーカマーの児童・生徒と韓国における多文化家族・多文化家庭児童・生徒を「外国籍・外国につながる
児童・生徒」（以下、外国につながる生徒、と略記）と総称して用いる。外国につながる生徒とは、①
生まれは母国であるが、国籍は第二の国の国籍である児童・生徒、②生まれは他の国であるが、国籍は
親と同じく母国である児童・生徒、③生まれも国籍も母国であるか、生まれも国籍も他の国である児童
・生徒を指す。多文化教育は本論文で対象とする外国につながる生徒だけではなく、「あらゆる階層、
人種、文化、性別集団に属する生徒」（Ｊ．バンクス）も含むので、必要な箇所では「文化的・民族的
・社会的背景の異なる生徒」を併記する。多文化家族・多文化家庭とは、狭義には「在韓外国人処遇基
本法」（2007 年）に基づき「多文化家族支援法」（2008 年）に定める韓国人と家族関係を有する移住民
を指すが、所轄官庁によって使用法が異なるため、本論文ではより現実に対応した概念として広く使用
されている、国際結婚家庭だけでなくすべての外国人労働者の家庭をも含む概念として用いる。本論文
は、以下の５章構成である。
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（２）分析視点と研究方法
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第 4 節 日本の学校を事例に－湘南台小学校の場合－
第 5 節 韓国の学校を事例に－ウォンイル小学校の場合－
第 6 節 多文化教育に関する学校教育の比較考察－まとめにかえて－
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第 4章 地域社会における日本と韓国の多文化教育の取り組みと課題
第 1 節 日本の地域社会における多文化教育の取り組み－日本の NPO 活動を事例に－
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終章
文献リスト
３．各章の概要
序章では､日本の多文化教育に関する先行研究と韓国の多文化教育に関する先行研究に分け、さらにそ
れらを比較の視点からする研究と比較ではないが一国の多文化教育の研究に分けて、研究動向の詳細な
分析を行っている。また、多文化教育の研究に属するものではないが、政治学、社会学、法学等の分野
から行われている日韓比較研究をフォローし、要因分析を行う際の参考にしている。
著者によれば、日本と韓国を比較の視点から捉えた多文化教育の研究はほとんど見られず、わずかに
両国で一つずつあるに過ぎない。韓国の論文は、韓国と日本における多文化教育への背景と政策の現状
及び主要には学校教育における多文化教育の施策について考察しているが、学校教育が分析の中心であ
り、日本の多文化教育の取り組みについては文献のみに依拠しており、聞き取り調査や参与観察等によ
る日本の多文化教育の実態調査は行われていない。他方で、日本の論文（韓国人研究者による）は、多
文化共生の支援に関する動向の日韓比較を行っているが、社会教育のみが考察の対象とされており、学
校教育と社会教育及び地域との連携や関連が考察されていない。
4これらの先行研究を踏まえて、本論文では、地域社会をも含むそれらの連携の視点から、多文化教育
及び多文化的教育の取り組みを分析することを課題として設定している。
第 1 章では、日韓両国において多文化教育が求められている背景を 1980 年代以降の経済動向と絡めて
外国人労働者の流入と外国につながる生徒の受け入れ状況について明らかにすると共に、多文化（的）
教育政策の展開について比較考察している。
日本における多文化教育は、政策として確立されておらず、多文化教育という用語も使用されていな
い。それに代わるのが、国際理解教育（第２章で分析）である。日本における国際理解教育は、日本ユ
ネスコ国内委員会の下で、ユネスコ協同学校や帰国子女教育及び在日外国人教育を中心として、他国文
化の理解を中心に実践されてきた。その主たる内容は、人権・民主主義の促進、異文化理解及び ESD（環
境教育）であり、国家間理解を特徴としている。日本の各省庁のなかで「多文化共生」の用語を使用し
ているのは総務省である。本論文では、日本における多文化的教育政策の展開を、内閣官房、外務省、
内閣府、経済財政諮問会議などの答申を検証しつつ、中央の省庁では総務省が先行し、中央と地方とで
は地方が先行してきた実態を確認している。とりわけ、総務省による文科省への通知「外国人児童生徒
等教育に関する行政評価・監視結果に基づく通知―公立義務教育諸学校への受入れ推進を中心として―」
（2003 年）と『多文化共生の推進に関する研究会報告書』（2006 年総務省）は、文科省に対して多様な
言語での情報提供、日本語指導教員の追加配置、ボランティア団体と連携した母語支援を提言している。
これに対して韓国では、教育政策レベルで国際理解教育と共に多文化教育の概念が取り入れられ、中
央と地方との連携システムが形成されている（図１）。その土台となっているのは、「在韓外国人処遇
基本法」（2007 年）、「多文化家族支援法」（2008 年）、「多文化基本法」（2009 年）及び「多文化
家庭生徒教育支援計画」（2009 年～2012 年、2009 年～2017 年）などである。本論文では、韓国におけ
る多文化教育支援体系、中央政府における省庁別多文化家庭支援業務、教育における多文化家庭支援内
図１ 韓国の多文化教育支援体系
容について詳細に検討している。
日本では教育政策として多文化教育の用語が使用されず、韓国で使用されている理由について､次のよう
な考察を行っている。即ち、日本では多文化主義が国策として採用されていないことに加えて、国際理
5解教育の内容と一部オーバーラップする面があること、また、日本の国際理解教育は、国内の多文化理
解というよりも、国家間の異文化理解が優先されていることである。
これに対して、韓国も日本と同様に多文化主義を国策として採用している国ではないが、多文化教育
を用いている理由は、1980 年代後半からの外国人労働者の増大と 2000 年以降の国際結婚の増加という
経済的・社会的要因を背景として、とりわけ、1998 年の金大中政権以降、政府と市民運動団体間の協力
体系が強化され、市民運動団体の主張と見解が政府の政策に反映するようになったことを契機としてい
る。健康家庭市民連帯（NPO）が「混血などの差別用語の代わりに多文化家族」と呼ぶことを提案し（2003
年）、多文化家族という用語が使用され始める。多文化家族という用語は、国際結婚家庭が与える否定
的なイメージを解消できるという意味で、積極的な支持と好評を得たのである。このような政治的要因
を契機として、2006 年に盧武鉉政権下（2003年〜2008 年）で初めて多文化という言葉が使用され始め、
2007 年に教育科学技術部（当時）によって「多文化教育」が採用され、それ以降用いられている。本章
では、連携の視点及び国際条約の視点からも日韓両国の多文化教育政策が分析されているが省略する。
第２章では、日本の学習指導要領における国際理解教育の概念と韓国の教育課程における多文化教育
の概念及び国際理解教育の位置づけについて検討するとともに、実際に多文化（的）教育活動を行って
いる日本の小学校と韓国の小学校の先進的事例に注目し、インタビューと参与観察等に基づいて、両国
の学校教育における多文化（的）教育の取り組みと課題について比較考察している。
日本の小学校の学習指導要領（1989 年以降）の分析によれば、主に社会科、道徳、外国語活動及び総
合的な学習の時間を通して、国際理解のための教育が行われている。その際、世界的で活躍する日本人
の育成と国家間の相互理解については強調されているが、国内に存在する少数民族をはじめとするマイ
ノリティについては触れられていない。ただし、アイヌ文化振興法（1997）の影響からか、1998 年の中
学校学習指導要領の社会科（歴史分野）にアイヌに関する記述が現れている。しかし、「先住民族の権
利に関する国際宣言」（2007 年）や衆参両議院における先住民族としての国会決議（2008 年）にも係わ
らず、現行学習指導要領においても先住民族としての記述は見られず、小学校の場合はアイヌの記述は
ない。この間「国際理解」の捉え方に変化はなく、臨時教育審議会答申（1985 年～1987 年）における「教
育の国際化」の考え方が忠実に反映されている。すなわち、世界で活躍する日本人の育成と国家間理解
としての国際理解教育の考え方である。これは、現在、ユネスコが展開する国際理解教育の考え方とも
異なっている。ユネスコにおける国際理解教育の概念は、「国際理解、国際協力、および国際平和のた
めの教育並びに人権と基本的自由についての教育に関する勧告」（1974 年）で明らかにされたように、
国家間理解のみならず、国内に存在する多様な民族や文化をも含めた国際理解教育の概念が提起されて
いるからである。
日本の学習指導要領に当たる韓国の「教育課程」の分析では、それまで国際理解教育のみ提示されて
いた教育課程において、「2007 改訂教育課程」（2009 年から適用）から初めて多文化教育の概念が導入
されると共に、これまでの教育課程と教科書に顕著に見られた単一民族主義を再検討することが明示さ
れた。当該教育課程では、多文化教育が 35 の範教科学習主題の一つとして提示され、関連した教科や裁
量活動、特別活動などの学校教育活動全般にわたって総合的に行われるよう指示されている。また、
「2009 改訂教育課程」(2011 年から適用)では、これらの方向性が強化され、市・道教育庁に、「多文化
家庭の教育経験の特性と背景を考慮し、この教育課程の履修に苦のないように支援すること」や「多文
化探求」、「様々な偏見克服に関するキャンペーン活動」及び「多文化家庭生徒を助ける」活動などが
提示されている。これらを多文化教育の視点からみると、多文化教育と国際理解教育の相方とも偏見を
払拭することを目指している点では共通しているが、多文化教育が国内に居住するマイノリティに焦点
を当てているのに対し、国際理解教育は、これらを含む他の国々の文化理解に焦点を当てている点で異
なっており、国際理解教育に比べて、多文化教育は不平等の解消を重視するという特徴が見られる。
6次に、学校教育における教育課程の基準が、実際の教育現場でどのように実践されているのかを、神
奈川県藤沢市の湘南台小学校と京畿道安山市ウォンイル小学校を事例に検証している。前者を事例とし
て取り上げた理由は、日本で初めて「日本語指導教室」（1992 年～）が設けられた学校であり、現在に
至っても外国につながる生徒の日本語指導や母語教育の学習支援が行われており、生徒だけでなく、学
校と地域全体が相互理解をはかるため、様々なプログラムに取組んでいることに注目したからである。
また、後者に関しては、地域の特性上、外国人労働者が多く居住しており、2006 年度から韓国における
最初の外国人労働者の子どもたちのための特別学級を設置する研究学校として、現在まで多文化教育プ
ログラムや多文化家庭の母親の協力によるプログラムを実施していることを重視しているからでる。
先進的事例である二つの学校の教育実践を多文化教育の視点からみると､前者では、日本語とのバイリ
ンガル学習プログラムを用いた実践や総合的な学習の時間を利用して相互理解を図るカリキュラムが取
り入れられており、文化的・言語的多様性を尊重する多文化的教育の取り組みが行われている。本校で
の母語の対応言語は、スペイン語、ポルトガル語、中国語、英語、ベトナム語等である。これを可能に
しているのは、とりわけ、複数の大学のボランティア団体が組織的に係わっていることによる。また、
後者では、中国、インド、タイ、ウズベキスタン、ロシア、モンゴルなどからの生徒を対象として、マ
イノリティの社会適応とアイデンティティの確立・維持、相互の人間・文化理解の能力の推進が目指さ
れている。しかし、韓国語教育における分離学級や統合授業に関しては、韓国語のレベルアップに焦点
化されており、母語教育の推進に課題が残されている。地域との連携の視点から見れば、日韓双方とも、
学校と地域全体が国際理解・相互理解を深めるために積極的に様々な交流を行っていることが明らかに
されている。また、国際条約の視点では、日本の場合、外国につながる生徒に対しては保護者に就学義
務はないとされ（文科省「外国人児童生徒教育の充実方策について」2007 年）、「取り扱いの平等」と
いう内外人平等主義を原則とする国際法の規約に照らして問題があるとしている。韓国の場合も日本と
同様に、行政側からの入学通知が国籍によって異なるという取り扱いの区別が見られる。日韓両国にお
ける大きな相違の一つは、日本の場合、地方自治体による独自の取組みであり、独自の学校実践という
色彩が強いのに対して、韓国の場合は、法律として多文化教育政策を定め、中央省庁と地方自治体との
協力の下に進められていることである。
第３章では、日本と韓国の社会教育・平生教育における多文化（的）教育の概念と社会教育・平生教
育に係わる行政機関の多文化（的）教育の取り組みについて検討した後、行政施策としての実践事例を
公益財団法人三鷹国際交流協会と光州「北区多文化家族支援センター」に取り、比較考察している。
日本の社会教育については、社会教育審議会答申（1971 年）、中央教育審議会答申（1981 年）、臨時
教育審議会第三次答申（1987 年）、生涯学習振興法（1990 年）、生涯学習審議会答申「地域における生
涯学習機会の充実方策について」（1996 年）などにおける国際理解の概念について分析している。学校
教育と同様に、多文化教育の用語は使用されていないが、地域社会における国際交流の推進や日本語指
導者講座実施及び国際交流ボランティアの育成などが提言されていおり、とりわけ、生涯学習審議会答
申（1996 年）では、日本人のためだけではなく、「外国人のための」情報誌やガイドブックの作成が指
示されており、国際交流に係わる関係団体の育成について言及している点に注目している。
韓国の平成教育では、平成教育法（1999 年）に多文化教育に関する内容は含まれていないが、多文化
家族支援法に、教育保障に関する条項が明記されている。この法律に基づいて、地方自治体において多
文化家族支援条例が定められ、多文化家庭への教育支援とともに外国につながるすべての生徒の学習権
が保証されなければならなくなった。その他、地方自治体における多文化家族関連の支援条例には、①
居住外国人支援条例、②農漁村結婚費用支援条例、③居住外国人人権増進に関する条例などがある。省
庁による多文化家族支援事業は女性家族部と法務部が中心となり、教育科学技術部（現、未来創造科学
部）は学校教育を受け持つという役割分担が行われている。
7行政施策としての実践事例として三鷹国際交流協会を取り上げる理由は、三鷹市は、近隣市や外国人
登録者の割合の高い都内自治体と比べて、外国人の数は多いとは言えないが、「外国につながる市民に
とって暮らしやすいまちは、同時にあらゆる市民にも暮らしやすいまち」という視点に立ち、市・市民
・国際交流協会・関係団体が協働して、地域からの国際化に取り組んでおり、三鷹市と市民ボランティ
アの協力のもとに活動が行われているからである。1999 年に外国籍市民の意見を行政に反映する制度
「みたか国際化円卓会議」が立ち上げられ、「三鷹国際交流協会」を中心に、市の国際化に関する諸課
題や外国籍市民などの課題に解決するための取り組みが行われている。本論文は、「三鷹国際交流協会」
が市などの援助・支援を受けながらも独自のプログラムを設け、運営している点に注目している。他方
で、「北区多文化家族支援センター」を取り上げる理由は、光州広域市は韓国における社会教育の展開
に影響を及ぼした「民主主義の発祥地」であること、光州広域市の「多文化家族支援センター」は、北
区・クァンサン区・西区の３か所にあるが、３か所のうち、2008 年 1 月に最初に開設されたセンターで
あり、政府などの援助・支援を受けながらも独自のプログラムを設け、運営している点に注目したから
である。
本論文では、三鷹国際交流協会における国際交流事業プログラム、国際理解事業プログラム、生活・
教育支援事業プログラム及び広報事業プログラムなどを分析すると共に、「北区多文化家族支援センタ
ー」における通訳・翻訳サービスプログラム、韓国語教育プログラム、社会統合履修プログラム、多文
化社会理解教育プログラム及び言語発達支援事業プログラムなどについて明らかにしている。これらの
分析に基づいて、多文化教育の視点、連携の視点及び国際条約の視点から比較考察している。両国の実
践事例における多文化教育の視点からの共通点は、地域住民との国際交流による相互理解がはかられて
いること、生活上の欠かせない言語学習支援が行われていることであり、相違点は、第２章で検討した
学校教育と異なり、「三鷹市国際交流協会」では日本語学習支援が中心になっているのに対して、「北
区多文化家族支援センター」では、母語を利用したバイリンガル教育を行っていることがあげられる。
その理由は、不安定なボランティア会員中心の日本と韓国語教室における専門の通訳者（中国語、ベト
ナム語、フィリピノ語、カンボジア語、日本語など）を配置している韓国との相違である。また、国際
条約の視点からは、国籍中心主義の日本と居住中心主義の韓国、外国につながる生徒・親の行政機関へ
の意見反映制度のある日本と韓国人のみに限定されている韓国との相違を指摘している。
第 4 章では、地域社会の NPO 活動における多文化（的）教育活動を中心として、日本と韓国の地域社
会における事例について考察している。日本の場合、「多文化共生センター東京」（2001 年開設）を、
韓国の場合は、「在韓外国人処遇基本法」（2007 年）や「多文化家族支援法」（2008 年）が制定される
以前の 1999 年から活動している京畿道安山市の「国境のない村」と韓国最大の多文化代案学校「セナル
学校」（2007 年設立）を取り上げている。京畿道安山市は、韓国で最初の居住外国人へ支援条例と外国
人人権条例を制定するなど、外国につながる人々や多文化構成員を積極的に受け入れており、「国境の
ない村」は京畿道安山市によって、2009 年に「多文化村特区」に指定されている。多文化共生センター
東京の活動は、「外国につながる生徒への教育事業」を中心に、「子育て支援などのファミリーサポー
ト事業」、「人材育成や情報提供など多文化共生を広める事業」を行っており、NPO ならではの独自の
運営方針が立てられている。他方で、「国境のない村」は、キリスト教系市民団体の安山市移住民セン
ターによる多文化地域共同体プロジェクトとして始動し、地域共同体文化の形成、外国人労働者の社会
的権益の向上、生産的な地域国際交流の形成などを掲げた社会活動などを展開している。当論文では、
これらの NPO の歴史、組織構成、多文化（的）教育に係わるプログラム、近隣住民との交流、行事、祭
りなどについて丹念にフォローし、その特徴と意義について分析すると共に、序章で取り上げた３つの
分析視点に基づいて、日本と韓国の地域社会における NPO 活動の実践の意味について比較考察してい
る。
8第一に、多文化教育の視点からであるが、日本の事例として取り上げた「多文化共生センター東京」
では、日本に定住化しつつある外国につながる人々に対して、学校教育だけでは学習保障が充分でない
側面を補うべく、地域社会の教育支援の観点からマイノリティへの社会適応支援を行っている。こうし
た適応支援の結果、生活が長期化・定住化するにつれ、主流文化や日本語に重心が移される傾向が強く
なるとしている。韓国の事例として取り上げた「国境のない村」では、地域の特性に合わせた多文化教
育へのアプローチが行われている。マイノリティのみならずマジョリティに向けた多文化教育に関する
多様なプログラムが作成され、外国につながる住民と韓国人住民とを問わず、地域社会におけるすべて
の構成員が、様々な行事を通じて毎年定期的に交流を行っている。また、「セナル学校」では、外国に
つながる生徒を中心に教科学習の支援が行われているが、母語・母文化の学習支援とともに、韓国文化
に触れる機会を設けている。韓国の２つの事例においては、各種の国際理解や相互理解プログラムに基
づく活動が強化されながら、ネットワークの形成を通して地域社会の活動に積極的に参加している姿が
見られ、地域社会との統合意識も生じている。こうした経験は、外国につながる住民も地域社会の構成
員として社会参画を促す仕組みを築き上げ、ホスト国住民の国際理解や相互理解の向上を促し、お互い
に協力し合うことの重要性を示している。
第二に、連携の視点からである。日本の事例として取り上げた「多文化共生センター東京」では、地
域住民であるボランティアとの交流による「共生」を目指しており、外国につながる子どものみならず、
その家族のため居場所づくりとして重要な位置づけが行われている。また、地域の学校や研究者などと
も連携して教育実態調査を行い、行政への働き掛けを行っている。こうした連携は、行政や学校に対し
て、多文化的教育の普及と拡大の大切さを認識させる上で一定の役割を果たしていると評価している。
韓国の事例として取り上げた「国境のない村」では、地域社会の構成員における欲求や課題を効果的に
解決するために、学校教育で充足し得なかった学習を行政機関と連携して取り組む体系的な教育活動が
展開されている。「セナル学校」では、多文化家庭の生徒たちの教科学習が中心になっているものの、
母語・母文化、美術や音楽などへの教育支援は地域住民のボランティア活動と地域行政機関との連携に
よって行われている。この韓国の２つの事例では、地域ネットワーク構築による持続的かつ安定的な多
文化教育活動の重要性が明らかにされている。
第三に、国際条約の視点からである。日本と韓国の事例からみられた取り組みを総合して、共通して
言えることは、これらの地域社会における NPO の活動では、ともに居住中心主義が貫かれており、すべ
ての者に開かれた教育活動が展開されている。また、父母を含めて、地域社会における学習機会を保障
する活動がみられたことも共通している。ただ相違点は、日本の場合、外国につながる人々への教育支
援は存在したが、マジョリティとの関係で見ると、マジョリティをボランティアとして受け入れること
が主な取り組みとなっている。つまり、外国につながる人々を地域社会の主体として受け入れる実践は
見られていない。これに対して韓国の場合は、外国につながるすべての人々やマジョリティ（韓国人）
も受け入れ、母語講師としての役割を含めて多文化教育活動への参加が展開されている。
以上の事例考察から結論されることは、日本の「多文化共生センター東京」と韓国の「国境のない村」
及び「セナル学校」における多文化（的）教育活動は、ホスト国住民を含めた地域社会のすべての構成
員たちが、対等な地域住民として国際理解と相互理解に興味・関心をもち、そうした活動に共に積極的
に携わることの重要性を示している。地域社会における様々な課題について、構成員一人ひとりが自主
的に携わることによって、多文化共生がはかられ、偏見に基づく差別や抑圧の解消につながると結論し
ている。
終章では、以上の論点を整理しつつ、日韓両国の多文化（的）教育の比較分析から導き出される、多
文化・多民族化社会の教育が直面する教育課題について考察している。
第一に、政府レベルの多文化（的）教育政策に基づく全国的な制度改編の課題である。日本の場合、
9多文化教育に直接関係する法律は制定されていないものの、地方自治体からの提言を踏まえ、管轄する
省庁で個別に対応してきた。総務省では「多文化共生」という用語を使用しているが、文部科学省をは
じめとする他省庁の政策では使用されていない。総務省では、外国につながる生徒には、日本語と共に
母語による学習支援を行うよう提言しているが、学習指導要領では、母語指導に関しては何も言及され
ていない。外国につながる生徒及び文化的・民族的・社会的背景の異なる生徒を同じ住民・生活者とし
て捉える視点が弱く、これらの生徒への教育支援に必ずしも積極的とはいえない。
韓国の場合は、多文化教育に関する教育政策が、この言葉を用いた法律として制定され、国策として
推進されてはいる。しかし、多文化教育政策を施行しつつも、研究上の裏づけや社会的議論が不足して
おり、母語教育の側面に見られるように、外国につながる子どもへの韓国文化への適応教育に集中して
いる傾向が強い。ただ、わずかではあるが、韓国語教育プログラムをバイリンガル教育へ転換させる取
り組みがみられるにすぎない。
第二に、学校教育における外国につながる生徒及び文化的・民族的・社会的背景の異なる生徒への「多
文化教育」「国際理解教育」の在り方と推進の課題についてである。日本の場合、学習指導要領におい
て、国際理解のための教育は行われているが、国家間の相互理解及び世界的で活躍する日本人の育成が
強調されるに対して、国内に存在する少数民族をはじめとするマイノリティについては、ほぼないに等
しい。他方、韓国の場合、他民族を含むマイノリティに対しては多文化教育が、各国の文化理解や国家
理解に対しては国際理解教育が用いられている。教育課程には、2007 年と 2009 年以降、国際理解教育
とともに、多文化教育の概念が取り入れられて強化されたが、それらはあくまでも例示的なものに留ま
っている。本論文で取り上げた日本と韓国の小学校の先進的事例は、多文化（的）教育が積極的に行わ
れているという共通点が見られた。学校全体を通して、相互の文化理解の能力を育成するため、異なる
文化を学ぶ文化教室が開かれており、マイノリティの社会適応とアイデンティティの確立に関して、外
国につながる人々と地元のボランティアなどとの連携がはかられている。他方、相違点としては、日本
の場合、十分であるかどうかは別として、日本語が苦手な生徒に母語で対応するカリキュラムが取り入
れられ、アイデンティティの確立と学力向上への取り組みが行われていたのに対して、韓国の場合は、
韓国語のレベルアップに焦点化されている。先進的事例をその他の地域や学校に一般化していくことが
求められると共に、日韓両国における母語教育の推進にいっそうの課題が残されている。
第三に、社会教育や地域社会における草の根レベルの活動をいかに組織するのかという課題である。
生活に不可欠なホスト国の言語・文化を学習し、自己の文化的アイデンティティも保ちつつ、地域の人
々との交流によって対等な人間関係が築き上げることが重要である。韓国では、2009 年度から多文化家
庭への平生教育プログラム運営支援事業が始まっている。当該プログラム運営支援事業は、出身国の言
語及び文化的特性を考慮しつつ、自国の文化理解と自己理解の向上をめざすと共に、社会活動への参加
を促しており、こうした活動が日本においても求められている。本論文で、社会教育の事例として取り
上げた、日本の「三鷹市国際交流協会」と韓国の「北区多文化家族支援センター」では、生活支援を主
とした言語学習が行われ、地域住民との積極的な国際交流がはかられていた。ここでは共に、国際協力
と相互理解の促進が目指されていることが特徴として指摘される。また、地域社会の多文化（的）教育
活動として取り上げた、日本の「多文化共生センター東京」と韓国の「国境のない村」及び「セナル学
校」は、地域市民の自発的な参加によって立ち上げられ、外国につながる人々への教育支援が行われて
いる。ここでは、地域住民であるボランティアとの交流による「共生」が目指されており、学習の場の
みならず居場所づくりとしても重要な位置を占めている。
４．総評
本論文は、多文化・多民族化しつつある日本と韓国の学校教育、行政施策としての社会教育および NPO
等、地域社会における主要には外国につながる人々への言語的・文化的な教育活動の比較を通して､多文
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化（的）教育の取り組みを分析し、その課題について明らかにすることを目的としている。その際、そ
れらの活動を連携・協働して取り組む活動においてこそ有効な対応ができるという立場から分析するこ
とを課題としている。
本論文の成果として、以下の点が指摘できる。
第一に、先行研究にない連携という視点から、日韓両国の多文化（的）教育の在り様を子細に分析・
検討し、推進ないし改善するためのいくつかの有益な示唆を得ていることである。また、多文化教育の
視点と国際条約の視点を分析視点として立ち上げ、日韓の多文化（的）教育の特徴と性格を､その長所と
共に改善点を明らかにしている点は高く評価される。その詳細についてはここで論述してきたとおりで
ある。
第二に、比較教育学会や国際教育学会及び関連教育学会でも多くの研究が一国研究に留まり、国家間
比較は避けられる傾向がある中で、日本と韓国の多文化（的）教育の特徴を比較の方法を用いて解明す
ることに挑戦し、一定の成果を上げていることである。二国間比較を行うには、それぞれの国の教育全
般にわたる知見だけでなく、教育を取り巻く政治的、法的、経済的及び社会的状況等に関する知見も求
められるが、本人の経歴を最大限生生かして教育分野以外の先行研究にも当たり、本論文を書き上げて
いることは、その価値を高めている。
第三に、語学力を生かして日韓双方の社会教育機関や平成教育機関、地域社会で活動する NPO に入り
込み、聞き取り調査（半構造化面接法）や参与観察を通して、政策とは異なる地域社会における多文化
（的）教育の現状把握と課題の抽出を行っており、文献資料からなる理論研究に視野の広がりと厚みを
加えていることである。
第四に、とりわけ、光州「北区多文化支援センター」、京畿道安山市の「国境のない村」及び多文化
代案学校「セナル学校」における多文化教育の分析は、全体像と特徴がその意義と共に明確に描かれて
おり、今後の日本における韓国研究において先行研究としての先駆的役割を果たすものと思われる。
本論文には以上のような優れた研究成果が認められる一方で、次のような課題もある。
第一に、学校教育における多文化（的）教育の課題として、外国につながる生徒及び文化的・民族的
・社会的背景の異なる生徒の学力向上を母語・母文化教育及び国語（公用語）教育との関わりで分析す
ることである。本論文では、先進的事例の聞き取り調査及び参与観察から得られた事実から、学力向上
の分析を行ったが、教育現場の指導者と協力しつつ、学力向上の取り組みを創出していく実践の多様な
在り方について究明することが残されている。
第二に、社会教育・平成教育と地域社会における多文化（的）教育活動の事例分析が少ない点である。
その他の事例分析のいっそうの積み重ねから得られる成果を一般化していく作業が残されている。社会
教育の関連機関及び地域社会の教育団体・組織などは数多く存在しているが、先進的と思われる多文化
（的）教育が行われている事例は限定されている。しかし、こうした作業を地道に積み上げていくこと
が必要である。
第三に、本論文では、日本と韓国の多文化（的）教育活動に関する考え方や事例の比較分析を行った
が、比較の方法論に基づく分析の精緻化という課題である。本論文で参考にした比較の要因分析法は、
教育における共通点と相違点の説明を､教育活動に影響を与えている歴史、政治、経済、社会、宗教及び
文化等の諸要因との関係で説明する古典的な方法であるが、これが充分に果たされたとは言い難い。
以上の課題は残されているが、これらの諸点については本人も自覚するところであり、今後の研究の
発展に生かされるものと思われる。多文化（的）教育の日韓比較から多くの知見と課題を提示している
本論文を総合的に判断して、審査員一同、博士（教育学）の学位を授与するに値するとの結論を得たの
で、ここに報告する。
